
◎日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災対策の推進

に関する特別措置法 
（平成一六年四月二日法律第二七号）（衆）   

一、提案理由（平成一六年三月一二日・衆議院本会議） 

○堀込征雄君 ただいま議題となりました法律案につきまして、提案の趣旨及びその主

な内容を御説明申し上げます。 

 日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震は、房総半島の東方沖から三陸海岸の東方沖を経

て択捉島の東方沖までの日本海溝及び千島海溝並びにその周辺の地域における地殻の境

界またはその内部を震源とする大規模な地震であります。 

 これらの地域では、三十年以内の発生確率が九九％とされている宮城県沖を初めとし

て、大規模地震発生の切迫性が指摘されており、地震及びこれに伴う津波により生ずる

おそれがある被害の軽減を図るため、事前の対策を着実に進めておくことが必要であり

ます。 

 本案は、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震が重大な被害を及ぼすおそれがあること

にかんがみ、当該地震に係る地震防災対策の推進を図るため、特別の措置を講じようと

するもので、その主な内容は、次のとおりであります。 

 第一に、内閣総理大臣は、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震が発生した場合に著し

い地震災害が生ずるおそれがあるため、地震防災対策を推進する必要がある地域を、日

本海溝・千島海溝周辺海溝型地震防災対策推進地域として指定するものとしております。 

 第二に、推進地域の指定があったときは、中央防災会議は、日本海溝・千島海溝周辺

海溝型地震防災対策推進基本計画を作成し、及びその実施を推進しなければならないも

のとし、また、指定行政機関の長等は防災業務計画等において、避難地、避難路、消防

用施設その他の地震防災上緊急に整備すべき施設等の整備に関する事項等を定めなけれ

ばならないものとしております。 

 第三に、推進地域内において病院、劇場、百貨店、旅館その他不特定かつ多数の者が

出入りする施設等を管理し、または運営することとなる者は、あらかじめ、当該施設ま

たは事業ごとに、津波からの円滑な避難の確保に関する事項等を定めた対策計画を作成

しなければならないものとしております。 

 第四に、国は、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に関する観測及び測量のための施

設等の整備に努めなければならないものとしております。 

 第五に、国及び地方公共団体は、推進地域において、避難地、避難路、消防用施設そ

の他の日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に関し地震防災上緊急に整備すべき施設等の

整備等に努めなければならないものとし、この場合、積雪寒冷地域においては、交通、

通信その他積雪寒冷地域における地震防災上必要な機能が確保されるよう配慮されなけ

ればならないものとしております。 

 第六に、国は、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災対策の推進のため



必要な財政上及び金融上の配慮をするものとしております。 

 以上が、本案の提案の趣旨及び主な内容であります。 

 本案は、昨日の災害対策特別委員会において、全会一致をもって委員会提出の法律案

とすることに決定したものであります。 

 何とぞ、御審議の上、速やかに可決くださいますようお願い申し上げます。 

二、参議院災害対策特別委員長報告（平成一六年三月二六日） 

○日笠勝之君 ただいま議題となりました法律案につきまして、災害対策特別委員会に

おける審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震による災害から国民の生命、身体及

び財産を保護するため、防災対策推進地域の指定、防災対策推進基本計画の作成等につ

いて特別の措置を定めることにより、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防

災対策の推進を図ることを目的とするものであります。 

 委員会におきまして、提出者衆議院災害対策特別委員長より趣旨説明を聴取した後、

討論に入りましたところ、日本共産党を代表して大沢委員より本法律案に賛成する旨の

意見が述べられました。 

 次いで、採決の結果、本法律案は全会一致をもって原案どおり可決すべきものと決定

いたしました。 

 以上、御報告申し上げます。 

 （注） 衆議院においては、委員会の審査は省略された。 


